
川崎都市計画地区計画の変更（川崎市決定） 

都市計画 産業道路駅前地区地区計画を大師橋駅前地区地区計画に名称を改め、次のように変更する。 

名 称  大師橋駅前地区地区計画 

位 置  川崎市川崎区大師河原２丁目 

面 積  約 ３.４ ha 

地 区 計 画 の 目 標

川崎臨海部には、首都圏における地理的優位性や羽田空港との近接性、川崎港を通

じた海外とのつながりなどの優れたポテンシャルがあり、これらを活かし、既存産業

の高度化・高付加価値化や、研究開発機能、環境・ライフサイエンス分野など先端産

業の集積・創出、陸海空の交通結節機能を活かした物流拠点の形成、これまで培った

環境技術を活かした国際貢献などが進められている。

本市の「総合計画」においては、臨海部の持続的な発展を促すため、都市基盤整備

や土地利用の誘導を戦略的に進め、我が国の経済を牽引する活力ある臨空・臨海都市

拠点の形成を進めることとしている。

また、大師橋駅を含む本地区は、「川崎都市計画都市再開発の方針」において、広

域的な交通結節点としての機能強化を図り、駅前広場・道路等の公共施設を整備改善

し、計画的な複合市街地の形成を目指す地区としている。

本計画は、国際戦略拠点の核となる殿町３丁目地区と密接に連携しながら、京浜臨

海部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能を整備するとともに良質な

都市型住宅等の計画的な整備と適切な土地利用を誘導し、その維持保全を図ることに

より、臨海部の都市再生を推進することを目標とする。 
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土 地 利 用 の 方 針

 本地区は、交通拠点機能の強化及び地域特性をふまえた都市型住宅等を適切に配置

した複合市街地の形成を図るため、地区を３つの地区に区分し、以下の方針のもと適

切な土地利用を誘導し、その維持及び保全を図る。 

①Ａ地区は、京浜急行大師線連続立体交差事業とあわせて駅舎及び関連施設等の整備

を行うとともに、駅南側に臨海部の交通ネットワークを強化する駅前交通広場等を

整備し、地域生活の利便性の向上に寄与する施設等の誘導を図る。 

②Ｂ地区は、駅前という立地を活かし、良好な都市型住宅を整備するとともに、地域

の利便に供する商業・業務機能や、生活支援機能を整備し、土地の高度利用を図る。

③Ｃ地区は、駅近接かつ産業道路沿いという立地を活かし、沿道型の商業・業務や、

居住機能等が複合する市街地の形成を図る。 

地区施設の整備の方針

 臨海部の交通環境の改善及び良好な市街地環境の形成を図るため、以下の方針のも

と適切な都市基盤施設の整備を行い、その維持及び保全を図る。 

①京浜臨海部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能として、京浜急行大

師線連続立体交差事業とあわせて駅前交通広場、関連施設等及び区画道路を整備す

る。 

②歩行者の回遊性を高め、安心・安全な歩行者動線等を確保するため、バリアフリー

に配慮した歩道状空地や通路を整備する。 

③地域の交流の場となる快適で潤いのある空間や、駅前交通広場と一体的な広がりを

もつ空間の創出、また、地域の防災機能の向上を図るため、広場等のオープンスペ

ースを適切な位置に配置する。 

建築物等の整備の方針

 臨海部の交通拠点にふさわしい土地利用の誘導と良好な市街地環境の形成を図る

ため、建築物等の用途の制限、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低

限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は色彩その

他の意匠の制限について必要な基準を定める。 
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区 画 道 路  幅員 １６ｍ～２３ｍ 延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地１  幅員 ２ ｍ      延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地２  幅員 ４ ｍ      延長  約 １７０ ｍ 
通 路 １  幅員 ４ ｍ      延長  約 １３０ ｍ 
通 路 ２  幅員 １３ｍ～１６ｍ 延長  約   ６０ ｍ 
広 場 １                約 ４００ ㎡ 
広 場 ２                約 ７００ ㎡ 
駅 前 広 場              約 ４，５００ ㎡ 
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地区の名称 Ａ地区 Ｂ地区 

地区の面積 約 １．０ ha 約 １．７ ha 

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。

(1) 住宅 

(2) 共同住宅（１階及び２階に店舗、事務

所その他これらに類する用途に供す

る部分を有するものを除く。）、寄宿

舎又は下宿 

(3)  学校（大学、高等専門学校、幼稚園及

び幼保連携型認定こども園は除く。）

(4)  神社、寺院、教会その他これらに類す

るもの 

(5)  自動車車庫（建築物に附属するものを

除く。） 

(6)  工場（食品製造業（食品加工業を含む。）

を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋

その他これらに類するものを除く。）

(7)  自動車教習所 

(8)  畜舎で床面積の合計が150㎡を超える

もの 

(9)  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（ゲームセンタ

ーを除く。） 

(10)  劇場、映画館、演芸場又は観覧場のう

ち客席の部分の床面積が10,000㎡を

超えるもの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 

(12) 建築基準法別表第２（と）項第４号に

定める危険物の貯蔵又は処理に供す

るもの

次に掲げる建築物以外のものは建築しては

ならない。

(1) 共同住宅 

(2) 学校、図書館その他これらに類するも

の 

(3) 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの 

(4) 病院または診療所 

(5) 店舗、飲食店その他これらに類するも

の 

(6) 老人福祉センター、児童厚生施設その

他これらに類するもの 

(7) 事務所 

(8) 自家販売のために食品製造業（食品加

工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

(9) 運動施設（ボーリング場、ゴルフ練習

場及びバッティング練習場を除く。）

(10)  巡査派出所、公衆電話所その他これら

に類する公益上必要な建築物 

(11) 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の 
建蔽率の 
最高限度 

６/１０ 

５/１０ 
ただし、建築基準法第53条第3項第1号又

は第2号のいずれかに該当する建築物にあって

は10分の1、同項第1号及び第2号に該当する

建築物にあっては、10分の2を加えた数値とす

る。 



建築物の 
敷地面積の 
最低限度 

５００㎡  １,０００㎡ 

ただし、巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地については、

この限りではない。 

壁面の位置の 
制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えてはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については、この限りでは

ない。 

１ 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

２ 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は建築物の部分 

建築物等の 
高さの最高限度

－ ４５ｍ 

－ 

ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、

屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分

の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面

積の８分の１以内の場合においては、その部分

の高さは、１２ｍを限度として算入しない。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル表色系（日本工業規格に定める色の表示方法）

で次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、建築物等の外観の各面の面積のうち５

分の１未満の面積で使用する色彩又は表面に着色していない自然石、木材、土壁、ガラス等の

素材本来が持つ色彩については、この限りではない。 

(1) 明度８以上かつ彩度１以下又は明度３以上８未満かつ彩度２以下 

(2) 色相０ＹＲから４．９ＹＲの範囲であり、明度５以上かつ彩度２以下又は明度３以上５未

満かつ彩度４以下 

(3) 色相５．０ＹＲから４．９Ｙの範囲であり、明度８以上かつ彩度２以下、明度５以上８未

満かつ彩度４以下又は明度３以上５未満かつ彩度６以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広告物は、設置しないこと。ただし、建築物の主たる壁面の垂

直線上部に設ける目隠しの工作物を利用して、自己の名称、店名又はそれに係る商標を切り文

字で表示する場合は、この限りでない。 

「区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり。」 



理由書 

川崎都市計画地区計画の変更（大師橋駅前地区地区計画） 

本地区を含む川崎臨海部には、首都圏における地理的優位性や羽田空港との近接性、川

崎港を通じた海外とのつながりなどの優れたポテンシャルがあり、これらを活かし、既存

産業の高度化・高付加価値化や研究開発機能、環境・ライフサイエンス分野など先端産業

の集積・創出、陸海空の交通結節機能を活かした物流拠点の形成、これまで培った環境技

術を活かした国際貢献などが進められております。

「川崎市総合計画」においては、臨海部の持続的な発展を促すため、都市基盤整備や土

地利用の誘導を戦略的に進め、我が国の経済を牽引する活力ある臨空・臨海都市拠点の形

成を進めることとしております。 

また、「川崎都市計画都市再開発の方針」では、本地区を２号再開発促進地区に位置付

け、人・物・情報の広域的な交流結節点としての機能強化を図り、駅前広場・道路等の公

共施設を整備改善し、商業・業務、都市型住宅等を適切に配置した計画的な複合市街地の

形成を目指すこととしております。 

以上のことから、本案は、京浜急行大師線連続立体交差事業の進捗に併せ、臨海部への

交通ネットワークを強化する駅前交通広場等の整備とともに、駅周辺に地域生活の利便性

の向上に寄与する施設等の誘導を図るため、地区計画を変更しようとするものです。



新旧対照表 

新 

名 称  大師橋駅前地区地区計画 

位 置  川崎市川崎区大師河原２丁目 

面 積  約 ３.４ ha 

地 区 計 画 の 目 標

川崎臨海部には、首都圏における地理的優位性や羽田空港との近接性、川崎港を通じ

た海外とのつながりなどの優れたポテンシャルがあり、これらを活かし、既存産業の高

度化・高付加価値化や、研究開発機能、環境・ライフサイエンス分野など先端産業の集

積・創出、陸海空の交通結節機能を活かした物流拠点の形成、これまで培った環境技術

を活かした国際貢献などが進められている。

本市の「総合計画」においては、臨海部の持続的な発展を促すため、都市基盤整備や

土地利用の誘導を戦略的に進め、我が国の経済を牽引する活力ある臨空・臨海都市拠点

の形成を進めることとしている。

また、大師橋駅を含む本地区は、「川崎都市計画都市再開発の方針」において、広域

的な交通結節点としての機能強化を図り、駅前広場・道路等の公共施設を整備改善し、

計画的な複合市街地の形成を目指す地区としている。

本計画は、国際戦略拠点の核となる殿町３丁目地区と密接に連携しながら、京浜臨海

部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能を整備するとともに良質な都市

型住宅等の計画的な整備と適切な土地利用を誘導し、その維持保全を図ることにより、

臨海部の都市再生を推進することを目標とする。 
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土 地 利 用 の 方 針

 本地区は、交通拠点機能の強化及び地域特性をふまえた都市型住宅等を適切に配置し

た複合市街地の形成を図るため、地区を３つの地区に区分し、以下の方針のもと適切な

土地利用を誘導し、その維持及び保全を図る。 

①Ａ地区は、京浜急行大師線連続立体交差事業とあわせて駅舎及び関連施設等の整備を

行うとともに、駅南側に臨海部の交通ネットワークを強化する駅前交通広場等を整備

し、地域生活の利便性の向上に寄与する施設等の誘導を図る。 

②Ｂ地区は、駅前という立地を活かし、良好な都市型住宅を整備するとともに、地域の

利便に供する商業・業務機能や、生活支援機能を整備し、土地の高度利用を図る。 

③Ｃ地区は、駅近接かつ産業道路沿いという立地を活かし、沿道型の商業・業務や、居

住機能等が複合する市街地の形成を図る。 

地区施設の整備の方針

 臨海部の交通環境の改善及び良好な市街地環境の形成を図るため、以下の方針のもと

適切な都市基盤施設の整備を行い、その維持及び保全を図る。 

①京浜臨海部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能として、京浜急行大師

線連続立体交差事業とあわせて駅前交通広場、関連施設等及び区画道路を整備する。

②歩行者の回遊性を高め、安心・安全な歩行者動線等を確保するため、バリアフリーに

配慮した歩道状空地や通路を整備する。 

③地域の交流の場となる快適で潤いのある空間や、駅前交通広場と一体的な広がりをも

つ空間の創出、また、地域の防災機能の向上を図るため、広場等のオープンスペース

を適切な位置に配置する。 

建築物等の整備の方針

 臨海部の交通拠点にふさわしい土地利用の誘導と良好な市街地環境の形成を図るた

め、建築物等の用途の制限、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、

壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は色彩その他の意匠

の制限について必要な基準を定める。 

旧 

   名 称  産業道路駅前地区地区計画 

位 置  川崎市川崎区大師河原２丁目 

面 積  約 ３.４ ha 

地 区 計 画 の 目 標

本市の新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」では、首都圏における地理的優位

性、羽田空港との近接性、研究開発機能の集積、陸海空の交通結節機能などを強みとし

て、川崎の産業の更なる基盤強化を進め、国際競争力を持った臨海都市拠点機能の形成

に向けた取組みを促進することとしており、 

また、産業道路駅を含む本地区は、「川崎都市計画都市再開発の方針」において、広

域的な交通結節点としての機能強化を図り、駅前広場・道路等の公共施設を整備改善し、

計画的な複合市街地の形成を目指すこととしている。 

本計画は、国際競争拠点の核となる殿町３丁目地区と密接に連携しながら、京浜臨海

部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能を整備するとともに良質な都市

型住宅等の計画的な整備と適切な土地利用を誘導し、その維持保全を図ることにより、

臨海部の都市再生を推進することを目標とする。 
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土 地 利 用 の 方 針

 本地区は、交通拠点機能の強化及び地域特性をふまえた都市型住宅等を適切に配置し

た複合市街地の形成を図るため、地区を３つの地区に区分し、以下の方針のもと適切な

土地利用を誘導し、その維持及び保全を図る。 

①Ａ地区は、京浜急行大師線連続立体交差事業とあわせて駅舎及び関連施設等の整備を

行うとともに、駅南側に臨海部の交通ネットワークを強化する駅前交通広場等を整備

する。 

②Ｂ地区は、駅前という立地を活かし、良好な都市型住宅を整備するとともに、地域の

利便に供する商業・業務機能や、生活支援機能を整備し、土地の高度利用を図る。 

③Ｃ地区は、駅近接かつ産業道路沿いという立地を活かし、沿道型の商業・業務や、居

住機能等が複合する市街地の形成を図る。 

地区施設の整備の方針

 臨海部の交通環境の改善及び良好な市街地環境の形成を図るため、以下の方針のもと

適切な都市基盤施設の整備を行い、その維持及び保全を図る。 

①京浜臨海部を中心とするネットワークを強化する交通拠点機能として、京浜急行大師

線連続立体交差事業とあわせて駅前交通広場、関連施設等及び区画道路を整備する。

②歩行者の回遊性を高め、安心・安全な歩行者動線等を確保するため、バリアフリーに

配慮した歩道状空地や通路を整備する。 

③地域の交流の場となる快適で潤いのある空間や、駅前交通広場と一体的な広がりをも

つ空間の創出、また、地域の防災機能の向上を図るため、広場等のオープンスペース

を適切な位置に配置する。 

建築物等の整備の方針

 臨海部の交通拠点にふさわしい土地利用の誘導と良好な市街地環境の形成を図るた

め、建築物等の用途の制限、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限

度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は色彩その他の

意匠の制限について必要な基準を定める。 



新 

地

区

整

備

計

画

地 区 施 設 の

配 置 及 び 規 模

区 画 道 路  幅員 １６ｍ～２３ｍ 延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地１  幅員 ２ ｍ      延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地２  幅員 ４ ｍ      延長  約 １７０ ｍ 
通 路 １  幅員 ４ ｍ      延長  約 １３０ ｍ 
通 路 ２  幅員 １３ｍ～１６ｍ 延長  約   ６０ ｍ 
広 場 １                約 ４００ ㎡ 
広 場 ２                約 ７００ ㎡ 
駅 前 広 場              約 ４，５００ ㎡ 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地
区
の
区
分

地区の名称 Ａ地区 Ｂ地区 

地区の面積 約 １．０ ha 約 １．７ ha 

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 共同住宅（１階及び２階に店舗、事務所

その他これらに類する用途に供する部分

を有するものを除く。）、寄宿舎又は下

宿 

(3)  学校（大学、高等専門学校、幼稚園及び

幼保連携型認定こども園は除く。） 

(4)  神社、寺院、教会その他これらに類する

もの 

(5)  自動車車庫（建築物に附属するものを除

く。） 

(6)  工場（食品製造業（食品加工業を含む。）

を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋そ

の他これらに類するものを除く。） 

(7)  自動車教習所 

(8)  畜舎で床面積の合計が 150 ㎡を超えるも

の 

(9)  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類するもの（ゲームセンターを除

く。） 

(10)  劇場、映画館、演芸場又は観覧場のうち

客席の部分の床面積が 10,000 ㎡を超え

るもの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 

(12) 建築基準法別表第２（と）項第４号に定

める危険物の貯蔵又は処理に供するも

の

次に掲げる建築物以外のものは建築しては

ならない。

(1) 共同住宅 

(2) 学校、図書館その他これらに類するも

の 

(3) 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの 

(4) 病院または診療所 

(5) 店舗、飲食店その他これらに類するも

の 

(6) 老人福祉センター、児童厚生施設その

他これらに類するもの 

(7) 事務所 

(8) 自家販売のために食品製造業（食品加

工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

(9) 運動施設（ボーリング場、ゴルフ練習

場及びバッティング練習場を除く。）

(10)  巡査派出所、公衆電話所その他これら

に類する公益上必要な建築物 

(11) 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の 
建蔽率の 
最高限度 

６/１０ 

５/１０ 
ただし、建築基準法第53条第3項第1号又は第

2号のいずれかに該当する建築物にあっては10分

の1、同項第1号及び第2号に該当する建築物に

あっては、10分の2を加えた数値とする。 

旧 

地

区

整

備

計

画

地 区 施 設 の

配 置 及 び 規 模

区 画 道 路  幅員１６ｍ～２３ｍ  延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地１  幅員    ２ ｍ   延長  約 １４０ ｍ 
歩道状空地２  幅員    ４ ｍ   延長  約 １７０ ｍ 
通 路  幅員    ４ ｍ   延長  約 １３０ ｍ 

広 場 １                約 ４００ ㎡ 
広 場 ２                約 ７００ ㎡ 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地
区
の
区
分

地区の名称 Ｂ地区 

地区の面積 約 １．７ ha 

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物以外のものは建築してはならない。

(1) 共同住宅 

(2) 学校、図書館その他これらに類するもの 

(3) 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホームその他これらに類するもの 

(4) 病院または診療所 

(5) 店舗、飲食店その他これらに類するもの 

(6) 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの 

(7) 事務所 

(8) 自家販売のために食品製造業（食品加工業を含む。）を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓

子屋その他これらに類するもの 

(9) 運動施設（ボーリング場、ゴルフ練習場及びバッティング練習場を除く。） 

(10) 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物 

(11) 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の 
建ぺい率の 
最高限度 

５/１０ 



新 

地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物の 
敷地面積の 
最低限度 

５００㎡  １,０００㎡ 

ただし、巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地については、

この限りではない。 

壁面の位置の 
制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えてはならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については、この限りではない。

１ 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

２ 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は建築物の部分 

建築物等の 
高さの最高限度 

－ ４５ｍ 

－ 

ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、

屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の

水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合においては、その部分の高

さは、１２ｍを限度として算入しない。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル表色系（日本工業規格に定める色の表示方法）で

次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、建築物等の外観の各面の面積のうち５分の

１未満の面積で使用する色彩又は表面に着色していない自然石、木材、土壁、ガラス等の素材本

来が持つ色彩については、この限りではない。 

(1) 明度８以上かつ彩度１以下又は明度３以上８未満かつ彩度２以下 

(2) 色相０ＹＲから４．９ＹＲの範囲であり、明度５以上かつ彩度２以下又は明度３以上５未満か

つ彩度４以下 

(3) 色相５．０ＹＲから４．９Ｙの範囲であり、明度８以上かつ彩度２以下、明度５以上８未満か

つ彩度４以下又は明度３以上５未満かつ彩度６以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広告物は、設置しないこと。ただし、建築物の主たる壁面の垂直

線上部に設ける目隠しの工作物を利用して、自己の名称、店名又はそれに係る商標を切り文字で

表示する場合は、この限りでない。 

旧 

地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物の 
敷地面積の 
最低限度 

１,０００㎡ 

ただし、巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地については、

この限りではない。 

壁面の位置の 
制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えてはならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については、この限りではない。

１ 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

２ 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は建築物の部分 

建築物等の 
高さの最高限度 

４５ｍ 

ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水

平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、

１２ｍを限度として算入しない。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル表色系（日本工業規格に定める色の表示方法）で

次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、建築物等の外観の各面の面積のうち５分の

１未満の面積で使用する色彩又は表面に着色していない自然石、木材、土壁、ガラス等の素材本

来が持つ色彩については、この限りではない。 

(1) 明度８以上かつ彩度１以下又は明度３以上８未満かつ彩度２以下 

(2) 色相０ＹＲから４．９ＹＲの範囲であり、明度５以上かつ彩度２以下又は明度３以上５未満

かつ彩度４以下 

(3) 色相５．０ＹＲから４．９Ｙの範囲であり、明度８以上かつ彩度２以下、明度５以上８未満

かつ彩度４以下又は明度３以上５未満かつ彩度６以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広告物は、設置しないこと。ただし、建築物の主たる壁面の垂直

線上部に設ける目隠しの工作物を利用して、自己の名称、店名又はそれに係る商標を切り文字で

表示する場合は、この限りでない。 


